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御影中部地区まちづくり協定の締結について 

１ 専門委員会議で意見聴取する事項 

まちづくり協定締結（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例第９条） 

 

２ 協定締結までの経緯 

御影地区まちづくり協議会では、平成１９年３月に地区全体のまちづくりの構想とし

て「地域の将来像」を市に提出した後、「御影浜手まちづくり協定委員会」において平

成 23 年３月に、「御影山手まちづくり協定委員会」において平成 25 年３月に、それぞ

れ「まちづくり協定」を策定している。 

両協定区域に挟まれた当地区においても、郡家地区自治会、上御影自治会、西平野自

治会、中御影区民会、西御影親和会、上石自治会を活動区域として「御影中部まちづく

り協定委員会」が令和４年５月に立ち上げられ、これまでに各自治会の代表が集まって

協定内容の具体的な検討が進められてきた。 

当地区には、阪急御影駅前及び阪神御影駅前の商業地や主に低層の戸建てが立ち並ぶ

住宅地、複数の線路や幹線道路の周辺など、さまざまな特徴を持つゾーンが混在してい

るため、エリア全体での一律なルールに加えて、それぞれのゾーンの課題改善に向けた

ルールを検討してきた。また、検討内容については、ニュースによる地域への周知を図

るとともに、アンケートによる意見収集や同意の確認などに努めている。 

このような取り組みを経て、当地区のまちづくり協定締結を行うものである。 

 

【御影中部地区 区域図】 
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３ 地域・組織の概要 

(1)団体設立 令和 4年 5 月 27 日 

(2)対象区域  

・所在地：東灘区御影山手１丁目の一部、御影１～３丁目、御影郡家１～２丁目、 

御影中町１～８丁目、御影石町３～４丁目 

・面 積：約 112.4ha 

・世帯数：約 7,900 世帯 

・人 口：約 15,700 名 

＜用途地域＞ 

・近隣商業地域： 

御影郡家２丁目の一部、御影中町１～８丁目の各一部、御影石町３～４丁目の 

各一部 

・第 1 種住居地域： 

御影郡家１～２丁目の各一部、御影１～３丁目の各一部、御影中町１～２丁目， 

４～６丁目，８丁目の各一部、御影石町４丁目の一部 

・第 1 種低層住居専用地域： 

御影山手 1 丁目の一部、御影２～３丁目の各一部、御影郡家１～２丁目の各一部 

・第 1 種中高層住居専用地域： 

御影山手1丁目の一部、御影１～３丁目の各一部、御影郡家１～２丁目の各一部、 

御影中町２丁目，４丁目，６～８丁目の各一部、御影石町３～４丁目の各一部 

・第２種中高層住居専用地域： 

御影郡家１丁目の一部、御影１丁目の一部、御影石町４丁目の一部 

(3)活動の経緯と取り組み状況 

 

○活動の経緯 

R1 御影地区まちづくり協議会における「阪急御影駅周辺部会」として、

まちづくり協定締結に向けた勉強会を開始 
R3.9 協定の対象エリアを決定 

R4.5 阪急御影駅周辺部会を元に、御影中部まちづくり協定委員会が発足 
「安全・安心・快適で、住み続けられる美しいまち」を目指し検討開始 

R4.6 まちづくり協定の検討を始めた旨をニュース（まち通信 vol.1）にて地

域住民に周知 

R4.12 委員会で検討中の内容について意見を募集（まち通信 vol.2） 

R5.6 地域から出された意見を報告（まち通信 vol.3） 

R6.5 まちづくりの方向性に関するアンケートを実施（回収率約１割） 
R7.6 協定案の意向確認アンケートを実施（予定） 
R7.8 総会における協定締結の議決（予定） 

○活動の取り組み状況 
・総会（年１回） 
・役員会の開催（月１回） 
・ニュースの発行（通算４号） 
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４ まちづくり協定（案）について 

 (1)地区の主な課題 

  ①幹線道路沿いに高い建物が建つことで、北側に控える低層住宅地において日照確

保の問題や圧迫感が生じるおそれがある。 

  ②阪急御影駅周辺にパチンコ屋やカラオケボックスなどが建つおそれがある。 

  ③集合住宅においてゴミ出しのルールが守られていないほか、適切な管理がなされ

ていないことなどがある。 

  ④適切に管理されていない空地や空家などが増えてくるおそれがある。 

(2)まちづくり協定（案）の内容 

協定の締結の対象となる地区の住みよい環境を保全するために必要な事項とし

て、次の項目を定める。 

①建物の最高高さの制限【山手幹線・ＪＲ神戸線沿いゾーン】 

幹線道路沿道の北側住宅地への日照・日当たりの確保やビル風防止・圧迫感軽減

のため、北側敷地境界線から距離に応じて沿道建物の高さを制限する。 

②風俗営業等の入居に関するルール【阪急御影駅南側近隣商業ゾーン】 

良好な住環境確保と健全な市街地形成を図るため、風俗営業等不適とみなせる業

種の建築、営業を禁止する。 

③ごみ集積施設に関するルール 

まちの環境美化のため、集合住宅については、周辺の住環境に配慮し、地域や神

戸市と早めに協議のうえ適切な位置や規模のごみ集積施設を確保し、維持管理に

努める。 

④管理者の連絡先明示に関するルール 

まちの環境保全のため、集合住宅、貸し駐車場、空地・空家のうち法人が管理し

ているものについて、視認可能な位置に管理者の連絡先を明示する。また、近い

将来に空家・空地などの状態になる予定の所有者等は自治会役員に通知する。 

⑤自動販売機等に関するルール【居住ゾーン、山手幹線・ＪＲ神戸線沿いゾーン】 

歩行者や自動車が通行する空間確保のため、自動販売機等が道路にはみ出すこと

なく、利用者のスペースも確保した位置に設ける。 

⑥夜間の明るさ確保に関するルール 

夜間の明るさ確保のため、各戸は門灯・玄関灯などの設置と夜間点灯に努める。 

⑦荷捌き場・駐車スペースに関するルール 

路上での荷捌きや駐車の防止のため、敷地面積が 500 ㎡以上の事業所や共同住宅

については敷地内に荷捌き場や駐車スペースを設ける。 

⑧敷地際の垣・棚・塀等の仕様や道路との段差に関するルール 

誰もが安全に通行できるようにするため、敷地際に設置する塀などの仕様はでき

るだけ道路交通の見通しを向上するよう努める。また、敷地と道路面との段差解

消は敷地内で処理する。 
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⑨反社会的行為を行う組織の入居に関するルール 

良好な住環境確保と健全な市街地形成を図るため、反社会的行為を行うおそれの

ある組織の入居、営業を禁止する。 

 (3)合意形成 

６月に住民に対しまちづくり協定締結に向けたアンケートを実施する予定 

阪急御影駅 

阪神御影駅 

山手幹線 

 
 

阪急御影駅南側 
近隣商業ゾーン 

 
 
 

山手幹線・ 
ＪＲ神⼾線 
沿いゾーン 

 
 
 

国道２号沿道、 
阪神御影駅北側 
近隣商業ゾーン 

 居住ゾーン 

 居住ゾーン 

 居住ゾーン 

 居住ゾーン 
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萌芽の候、 時下ますますご清祥のこ と 、 お慶び申

し 上げます。

御影地区まちづく り 協議会 御影中部まちづく り 協

定委員会では、 住みよ い環境を 保全するためのま

ち づく り ルール「 御影中部まち づく り 協定（ 案）」

を作成し まし た。

まちづく り 協定の主旨【 4 ページ】、 まちづく り 協

定 (案)【 2～3ページ】 の内容を ご確認のう え、一

緒にお配り し ている「 意向確認書」 のご 記入・ ご

提出をお願いいたし ます。

神戸市と まちづく り 協定を 締結する ためには、 対象者※の８

割以上の意向確認書の提出と 、 提出者のう ち８ 割以上の賛同

が必要です。 皆さ んの土地・ 建物に関わる重要な内容ですの

で、 必ずご回答・ ご提出をお願いし ます。

１４

お 問い

合わせ
意向確認の集計について： ㈱都市調査計画事務所▼ FAX 078-413-1140☎ 078-453-6378

まちづくり協定の制度について： 神戸市都市局まち再生推進課▼ ☎ 078-595-6731

各自治会の役員▼

住みよい環境を保全するために

2025 年３ 月

御影地区まちづく り 協議会 

御影中部まちづく り 協定委員会

提出期限： ●月  ●日 (●)

提出方法：

　 ①各エリ アの地区役員　 　 　

　 ②各会館のポスト 　

　 ③イ ンタ ーネッ ト フ ォ ーム

・ 世帯主・ 事業主の方がご回答く ださ い。

・ 結果の公表は統計処理のう え行いますので、 個人が特

定さ れるこ と はあり ません。

意向確認書の提出期限・ 方法 説明会のご案内

開催日時・ 開催場所：

●月  ●日 (●)　 ●時～

●月  ●日 (●)　 ●時～

※いずれも 1 時間程度です。 ご都合のよい日

時・ 会場の説明会にご参加く ださ い。

アンケート 時。

今回は？

まちづく り 協定を

 神戸市と 締結する と …

建築などの

行為を行おう

と する人

まちづく り

協定委員会

市届出

市長に対して

意見を述べる

こと ができます

地域団体に事前に

説明し 話し 合う 場が

設けら れます

■まちづく り 協定と は？

・ まちづく り 協定は、 建築基準法などの法律による、 土

地・ 建物に関する 規制に上乗せする 形で定めら れる、

御影地区の特徴に応じ たまち づく り ルールです。「 神

戸市地区計画及びまちづく り 協定等に関する条例（ ま

ちづく り 条例）」に基づき 、神戸市と 協働で運用し ます。

・ 御影地区まちづく り 協議会では、 山手地区、 浜手地区

で、 既にまちづく り 協定が締結さ れています。

・ 御影中部地区では、 山手地区や浜手地区の協定の内容

も 踏まえながら 、 以下の目標・ 方針をかかげ、 ルール

（ 案）を作成し ています。

まちづく り ルールについての話し 合いの経過については、

「 御影中部まち通信」（ 第 1 号～第 4 号） を、 ご確認く ださ い

「 御影中部

  まち 通信」 は

  こ ち ら

【 まちづく り の基本方針】

１ ．落ち着いた住環境の保全に向けたまちづく り

２ ．幹線道路や駅前等の立地特性に応じ た利便性と 賑わい、活気のあるまちづく り

３ ．誰も がいつまでも 安心・ 安全に暮ら せるまちづく り

対象区域

開催場所

※対象者： 対象区域内の居住者・ 事業者・ 土地または建物の所有者

御影中部まちづくり協定（ 案）

意向確認書のご提出のお願い

全 員全 員

対 象対 象

用途地域・

高度地区の

詳細

【 まちづく り の基本目標】

落ち着いた住環境と 暮ら し の利便性を兼ね備えた、住みよい環境づく り

【 土地利用の方針】

 Ａ   居住ゾーン

　（ 用途地域： 近隣商業地域・ 第１ 種住居地域以外）

安心し て住み続けら れる、 落ち 着いた住環境の

保全をめざす。

 Ｂ  山手幹線・ JR 神戸線沿いゾーン

　（ 用途地域： 第１ 種住居地域）

周囲の住環境に配慮し た住商共存のまちなみを

めざす。

 Ｃ   阪急御影駅南側近隣商業ゾーン

　（ 用途地域： 近隣商業地域）

利便性の高い商業地と し ての土地利用を 図り つ

つ、健全で秩序ある環境をめざす。

 Ｄ   国道 2 号沿道、阪神御影駅北側近隣商業ゾーン

　（ 用途地域： 近隣商業地域）

賑わいと 活気のある 商業地と し ての土地利用を

図る。

Ａ   居住ゾーン
    （ 用途地域：
      近隣商業地域・
      第１ 種住居地域以外）

Ｂ   阪急御影駅南側
　   近隣商業ゾーン
　（ 用途地域：
       近隣商業地域）

Ｃ   山手幹線・
　   JR 神戸線
　   沿いゾーン
　（ 用途地域：
  　 第１ 種住居
　   地域）

Ｄ   国道 2 号沿道、阪神御影駅
　   北側近隣商業ゾーン
　（ 用途地域： 近隣商業地域）
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御影中部ま ち づく り 協定（ 案）

まちづく り 協定は、 今後建物が新築さ れると き 、 または建替えら れると き に適用さ

れるルールです。【 ゾーンの場所は 4 ページを ご確認く ださ い。】

２ ３

北側に控える 住宅地への日照・ 日当たり の確保や、 ビ ル風防止・ 圧迫感軽減のため、 主に幹線

沿いについては、 建物の高さ の最高限度を 制限し ます。

歩行者や自動車が通行する 空間を

確保する ため、 自動販売機及びそ

れに付随する リ サイ ク ルボッ ク ス

は道路へはみ出すこ と なく 、 かつ

利用者のスペースを 確保し た位置

に設けます。

良好な 住環境の確保と 健全な

市街地の形成を 図る た め、 次

の用途の建築物の建築や営業

は禁止し ます。

地域で協力し あっ てまち の環境を 保全し ていく ため、 集合住

宅、 貸し 駐車場、 空地・ 空家の敷地のう ち 、 管理会社等の法

人が管理し ている も のについては、 外部から 視認可能な位置

に管理者のその連絡先を 明示するよう にし ます。

近い将来、 空地・ 空家ま たはそれに準ずる 状態になる 予定の

住宅の所有者ま たは居住者（ 個人も 含む） は、 それが確定し

た時点で当該自治会の役員に通知するも のと し ます。

⑤ 管理者の連絡先明示に関するルール案

⑦ 荷さ ばき 場・ 駐車スペースに関するルール案

路上での荷さ ばき や駐車を 防止するため、 敷地面積が 500 ㎡

以上の事業所や共同住宅については敷地内に荷さ ばき 場や駐

車スペースを 設けます。

⑥ 夜間の明るさ 確保に関するルール案

夜間の明る さ を 確保する ため、 各戸は門灯・ 玄関灯など の設

置と 夜間点灯に努めます。

街灯

門灯・ 玄関灯

② ごみ集積施設に関するルール案

まち の環境美化のため、 集合住宅については、 周辺の住環

境に配慮し 、 地域や神戸市と 早めに協議のう え適切な位置

や規模のごみ集積施設を 確保し 、 維持管理に努めます。
適切な

位置・ 規模の

ごみ集積施設

⑧ 敷地際の垣・ 柵・ 塀等の仕様や道路と の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 段差に関するルール案 

誰も が安全に通行でき る よ う に、 敷地際に設置する 垣・ 柵・

塀等の仕様は、 でき る だけ道路交通の見通し を 向上する よ う

に努めます。

また、 敷地と 道路面と の段差の解消は敷地内で処理し ます。

（ 公共空間にはみ出し て斜路等を 設置し ないよう にし ます。）
敷地内で
段差解消

⑨ 反社会的行為を行う 組織の入居に関するルール案

良好な住環境の保全と 健全な市街地の形成を 図る ため、 暴力

的不法行為を はじ めと する 反社会的行為を 行う 恐れのある 組

織の入居、 営業は禁止し ます。

【 ルールの対象ゾーン】

【 ルールの内容】

すぐ 北側に低層の住居専用地域が広く 指定さ れており 、

様々な用途の建物や高い建物が建てら れやすい幹線沿い

（ 用途地域が第１ 種住居地域に指定さ れている、 山手幹線・

JR 神戸線沿いゾーン） にルールを 定めます。

北側の住宅地に接近し て高い建物が建たないよう に、 北側

敷地境界線から の距離に応じ て高さ を 制限し ます。

20ｍ20ｍ

10ｍ10ｍ

▲

第５ 種高度地区

10ｍ

北側敷地境界線

20ｍ
1.25

1

1
0.3

31ｍ31ｍ31ｍ

第４ 種高度地区

7ｍ

▲
北側敷地境界線

1
1

1
0.3 31ｍ31ｍ31ｍ

15ｍ15ｍ15ｍ

1

0.6

1

0.6

制限の一部を

厳し く し ます

注） 協定締結時に以下のルール案よ り も 高い建物については、 現在の敷地・ 主

な用途が同一で、 現在の建物でルール案の高さ を 超える 部分の床面積の合

計を 超えない場合は、 建替えや大規模な修繕等を 行える こ と と し ます。

用途地域・

高度地区の

詳細

風俗営業の

業種の概要

道路

道路交通の
見通し に
配慮し た
垣・ 塀・ 塀

パチン コ ☆☆☆

敷地内に
荷さ ばき
スペース等

管理会社等の

明示

○○マ ン ショ ン

管理

□△○ホーム

連絡先： ・ ・ ・ ・

管理会社

□△○ホーム

連絡先： ・ ・ ・

○○マン ショ ン

スナッ ク △

BAR○○

～カ ラ オケ

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

…
…
…
…
…
…

♡ ♡ ビ ル

અ 建築・ 営業の禁止

અ 入居禁止
反社会的
行為を 行う
組織の入居
の禁止

敷地内に

自動販売機・

リ サイ ク ルボッ ク ス・

利用者のスペース

道路

1） ホテルまたは旅館

2） ボーリ ング場、 スケート 場等の運動施設

3） カ ラ オケボッ ク スその他類するも の

4） マージャ ン屋、 ぱちんこ 屋等その他類するも の

5） 劇場、 映画館等その他類するも の

6） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定さ れている業種

対象は

Ａ  居住ゾーン、

Ｃ  山手幹線・

　  JR 神戸線

　 沿いゾーン

対象は

Ｂ   阪急御影駅

       南側近隣商業

       ゾーン

対象は

Ｃ  山手幹線・

　  JR 神戸線

　 沿いゾーン

山手幹線沿いの用途地域が

第１ 種住居地域のゾーン

（ 第４ 種高度地区指定）

JR 神戸線沿いの用途地域が

第１ 種住居地域のゾーン

（ 第５ 種高度地区指定）

③ 自動販売機等に関するルール案【 Ａ  居住ゾーン、

　  Ｃ  山手幹線・ JR 神戸線沿いゾーンのみ】

① 建物の最高高さ に関するルール案【 Ｃ  山手幹線・ JR 神戸線沿いゾーンのみ】

④ 宿泊・ 遊戯施設の建築や風俗営業の営業に関する

　  ルール案 【 Ｂ  阪急御影駅南側近隣商業ゾーンのみ】
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１ ． 該当エリ ア記入欄  該当するエリ アについてご記入く ださ い。  

居住・ 事業をさ れ

ている住所 

お住まい・ 事業を さ れている 住所を ○印を つけて、 丁目を ご記入く だ

さ い（ 主なも の１ つ）。  

１ ． 御影＿＿＿丁目  ２ ． 御影石町＿＿＿丁目 

３ ． 御影郡家＿＿＿丁目 ４ ． 御影中町＿＿＿丁目 

５ ． 御影山手＿＿＿丁目 

自 治 会 名 
 

居住・ 事業さ れて

いたり 、 土地・ 建

物を所有さ れてい

る場所（ ゾーン）  

一緒にお配り し ている『 御影中部まちづく り 協定（ 案）』 4 ページの該

当する 区域に○印を つけてく ださ い（ 該当する も の全て）。  

Ａ ． 居住ゾーン 

Ｂ ． 山手幹線・ JR 神戸線沿いゾーン 

Ｃ ． 阪急御影駅南側近隣商業ゾーン 

Ｄ ． 国道２ 号沿道、 阪神御影駅北側近隣商業ゾーン  

２ ． まち づく り 協定（ 案） について             
一緒にお配り し ている『 御影中部まち づく り 協定（ 案）』 を ご確認のう え、 ご回答く ださ い。  

問１  ①～⑨の各ルール案【 2～3 ページ】 について、 それぞれ 1～3 の

う ち のいずれか１ つに○印を つけてく ださ い。  

① 建物の最高高さ に関するルール案【 Ｃ 山手幹線・ JR 神戸線沿いゾ ーン のみ】  

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある 

② ごみ集積施設に関する ルール案 

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある 

③ 自動販売機等に関する ルール案【 Ａ 居住ゾ ーン 、 Ｃ 山手幹線・ JR 神戸線沿いゾ ーン のみ】 

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある 
 

御影地区まちづく り 協議会 御影中部まちづく り 協定委員会 

御影中部まちづく り 協定（ 案） 意向確認書 

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い
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④ 宿泊・ 遊戯施設の建築や風俗営業の営業に関する ルール案 
【 Ｂ 阪急御影駅南側近隣商業ゾ ーン のみ】  

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある 

⑤ 管理者の連絡先明示に関するルール案 

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある  

⑥ 夜間の明る さ 確保に関する ルール案 

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある  

⑦ 荷さ ばき 場・ 駐車スペースに関するルール案 

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある 

⑧ 敷地際の垣・ 柵・ 塀等の仕様や道路と の段差に関する ルール案  

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある  

⑨ 反社会的行為を 行う 組織の入居に関するルール案 

１ ． 賛成である 

２ ． 協定委員会の委員長に一任する 

３ ． 賛成でき ない点がある  

問２  ①～⑨のルールを『 御影中部まち づく り 協定』 と し て、 神戸市と

締結する こ と に対し て、 ご意見を お聞かせく ださ い。  

１ ． 賛成である 

２ ． 問 1 で「 賛成でき ない」 と 回答し た項目をのぞいて、 協定の締結に賛成である

３ ． 賛成でき ない 

設問は以上です。 ご回答あり がと う ございまし た。  
 

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い

３ を選択さ れた方は、 必ず具体的な理由をご記入く ださ い
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摩耶地区まちづくり協定の更新について 

 

１ 専門委員会議で意見聴取する事項 

まちづくり協定の更新締結 

（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例第９条） 

 

２ 地区の概要 

・位 置：灘区赤坂通 1～4 丁目、畑原通 1～4丁目、天城通 1～4 丁目、福住通 1～4

丁目 

・面 積：約 21.3ha 

・世帯数：約 1,700 世帯 

・人 口：約 3,300 名 

＜用途地域＞ 

・近隣商業地域：福住通３丁目の一部、４丁目全域 

・第 1 種住居地域：天城通１丁目の一部、福住通１～２丁目全域、３丁目の一部 

・第 1 種中高層住居専用地域：赤坂通１～４丁目全域、畑原通１～４丁目全域、天城

通１丁目の一部、２～４丁目全域 

【摩耶地区 区域図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 協定締結組織 
 摩耶地区まちづくり協議会（平成 24年 5 月設立、会長：北條 満助氏） 
 

資料 2-1 
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４ 摩耶地区まちづくり協議会（協定）の経緯 

 H24.5 摩耶地区まちづくり協議会 設立 

 H24.10 まち歩きの実施 

 H25.11 『摩耶地区まちづくり構想（案）』アンケート調査実施 
 H26.3 『摩耶地区わがまち空間構想』策定 
   摩耶地区まちづくり協議会 認定 

 H27.4～ 『摩耶地区まちづくり協定（案）』及び『まちの申し合わせ（案）』 
   アンケート調査実施 
 H28.5 摩耶地区まちづくり協議会総会、『摩耶地区まちづくり協定（案）』審議 
 H28.7 『摩耶地区まちづくり協定』締結 
 R8.7 まちづくり協定 更新（予定） 
 

５ 摩耶地区まちづくり協定の変更点 

 変更箇所なし（現在のまま更新） 

 令和６年１月の定例会以降、協定の更新について議論が行われる中、役員から現状の

協定内容で問題ないとの意見で同意が取れたため、変更は行わない方針で再締結を予

定している。 

 

６ 協定更新にかかる地区内の意向確認（案） 

  令和６年度末以降、地区内全戸を対象に、まちづくり協定更新にかかるアンケート

回答のお願い（※１）及びアンケート回答用紙（※２）を配布し、協定更新の周知及

び地域の合意形成を図る。（※１，※２は別紙参照） 

 【選択肢】 

  ・賛成（協議会に一任する） 

・賛成できない 

 【提出方法】※検討中 

  ・紙提出（直接回収、回収ボックスの設置、郵送等） 

  ・WEB 回答 
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４

回収率が でないと 賛成・ 反対の大多数

こ の QR コ ード から

　 　 　 回答でき るわ！

　 摩耶地区まちづく り 協議会（ 以下 協議会） は、 平成 28 年 7 月に「 摩耶地区まちづく り 協定」

を締結し 、 地域の安全で快適な住環境を維持するための取り 組みを進めてまいり まし た。

　 協定の有効期限が近づいているため、 協定の更新について検討を行っ ており ます。

　 こ の協定を更新するこ と で、 協議会と 神戸市が引き 続き 協力し 、 摩耶地区のまちづく り を推進

し ていく こ と が可能です。

　 今回、 協定の更新について皆さ まのご意見をお伺いし たく 、 アンケート を実施いたし ます。

　 ご協力よろ し く お願いいたし ます。

摩耶地区まちづく り 協議会　 会長　 北條満助

摩 耶 地 区 ま ち づ く り 協 議 会 か ら
ア ン ケ ー ト ご 協 力 の お 願 い

結果を問わずにまちづく り 協定は更新さ れません！！

有限会社スタ ヂオ・ カ タ リ スト ： 松原・ 前田

まちづく り アド バイザーと し て神戸市から 派遣さ れています

TEL： 078-220-8652
m ai l： m aeda.catalyst@ gm ai l .com

神戸市まち再生推進課　 　 　 　 ： 佐伯・ 古里 TEL： 078-595-6731

摩耶地区まちづく り 協定についてのお問い合わせは下記までご連絡お願いし ます。

１

摩耶地区まちづく り 協議会の活動について

整備前 整備後整備前 整備後

整備前 整備後整備前 整備後

　 摩耶地区は近く に駅や商店街・ 店舗があり 、 暮ら し やすく 、 摩耶山を後背に眺めるこ と がで

き る素晴ら し い地域です。  一方で、 古い木造住宅が密集し ていたり 、 道が狭いため、 防災面・

住環境面で課題も 抱えています。 そこ で、 平成２ ４ 年５ 月にまちづく り 協議会を設立し 、 神戸

市と と も にまちづく り を始めまし た。

　  「 安全・ 安心なまち」 の実現に向けて、毎月の定例会を開催し 、まちづく り に取り 組んでいます。

防災まち歩き の実施

・ こ れまでの活動

新築等の建物について建築主と 協議

建て替えをし やすく する細街路整備

古い建物や空地の防災空地化

わたしたちの摩耶地区を、 よく しよう としています！

協定
アンケート にご協力

お願いし ます！！

のまちづく り について更新

■ ■
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摩耶地区まちづく り 協定について

.   通路が狭くなったり 塞がる可能性があり ます.   燃え広がり やすい建物が増えるかもし れません

.   風紀を乱す可能性のある建物が建つかもしれません .   若い世帯が定着し づらく なるかもし れません

・  摩耶地区まちづく り 協定では、 地域の特色を守り つつ、 安全で快適な住環境を実現するため、 下に示すルールが定めら れています。

・ 協定が更新さ れないと 、 建物の建築にあたり 、 地域のルールや環境への配慮について建築主と 協議する場がなく なり ます。

・ また、 工事中の配慮や自治会への参加のお願い、 ゴミ 出し のルールなども 、 伝えるこ と ができなく なり ます。

　 協定では、 当地区内にある 2 階建以下、 延べ床面積が 500 ㎡以下の建物を新たに建

てる場合は、 火災によっ て建物が容易に燃え広がら ず、 倒壊等をし ない準耐火建築物

等と するルールを定めています。 そし て、 まちの不燃化の促進を目指し ています。

　 協定では、 一部地 ( 福住通 4 丁目 ) で、 閑静な住環境と 風紀を乱す可能性が高い用

途を持つ建物 ( 麻雀屋、 パチンコ 屋、 ラ ブホテルなど ) を新たに建てら れないルールを

定めています。 住宅地と し て暮ら し やすい環境を維持するこ と を目指し ています。

（ なお、 既存の建物については、 同規模の建替えに限っ て、 建てるこ と ができます。）　

　  協定では、 建築基準法の道路と し て位置づけられていない通路に接する敷地では建物を

建てる場合に、 その通路は現状以上の幅員を確保し 、 塀や物干し ・ 花壇などの固定さ れた

工作物は設けないルールを定めています。 そし て、 災害時に避難し やすい通路を守ること

を目指し ています。

　 協定では、 当地区内で賃貸集合住宅等を建てる場合は、フ ァ ミ リ ー形式 (住戸専用面

積が３ 0㎡以上のも の) を全体戸数の4 分の1 以上設置するよう に努めるルールを定め

ています。 そし て、若い世帯が長く 住み続けら れるまちを目指し ています。

ある時ある時 ない時ない時 ある時ある時 ない時ない時

ある時ある時 ない時ない時 ある時ある時 ない時ない時

一部地区 ( 福住通 4 丁目 ) に

２ ３

隣の家に
　 燃え広がっちゃう …

燃え広がる前に消化！燃え広がる前に消化！

気をつけて通ってねぇー

パチンコや
　 ホテルができてる…

通れなく なってる！

ワンルームマンショ ン

こん
　 にちは！

こ んにちは！

誰が
住んでるのか
わからないネ

H otelH otel

パチンコパチンコ

静かで暮らしやすい住環境

■ ■
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摩耶地区まちづく り 協定更新についてのアンケート  
̶  回 答 用 紙 ̶  

 

問１  別紙にある「 １ ． 摩耶地区まちづく り 協定」 をご覧になってからお答えく ださ い 

摩耶地区まちづく り 協定について、 どのよう にお考えですか？各項目に１ つ◯をつ

けく ださ い。 賛成できない方は住所と名前を記載し理由もお書きく ださ い。  

 

□賛成 
 

□賛成できない 
（賛成できない理由） 

 

 

 

 

 

         住所                

名前                

  

問２ あなたのお住まい・ 事業所、 又はお持ちの土地や建物はどちらですか？ 

あてはまる番号に◯をつけてく ださ い。  

 １．赤坂通１丁目   ２．赤坂通２丁目   ３．赤坂通３丁目   ４．赤坂通４丁目 

 ５．畑原通１丁目   ６．畑原通２丁目   ７．畑原通３丁目   ８．天城通１丁目 

 ９．天城通２丁目  １０．天城通３丁目  １１．天城通４丁目  １２．福住通１丁目 

１３．福住通２丁目  １４．福住通３丁目  １５．福住通４丁目   

 

問３  あなたの年齢を教えてく ださ い。 あてはまる番号に◯をつけてく ださ い。  

年齢 １．30歳未満  ２．30歳代  ３．40歳代  ４．50歳代  ５．60歳代  ６．70歳以上 

 

問５  摩耶地区まちづく り 協定」 の内容や、 摩耶地区まちづく り 協議会の活動、 まちづく

り に関するお悩みなど、 ご自由にお書きく ださ い。  

 

 

 

 

 

 

★このアンケートへのご意見・ご質問等については、下記までご連絡お願いします。 

  有限会社スタヂオ・カタリスト  ：松原・前田     ℡：０７８—２２０—８６５２ 

 

アンケートは以上です！ご協力ありがとうございました！ 

■■４
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高尾台・水野町地区まちづくり協定の更新について 
 

１ 専門委員会で意見聴取する事項 

 まちづくり協定の再締結（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例第９条） 

 

２ 地区の概要 

 須磨区高尾台１～３丁目、水野町の一部（区域図は裏面参照） 

（面積：約 12ha、世帯数：約 297 世帯） 

   
３ 地元組織 

・高尾台・水野町地区まちづくり協議会（平成 26 年設立、会長：宇山 満三氏） 

 

４ 高尾台・水野町地区まちづくり協定の経緯 

・平成 27年 8月 21 日 協定締結 

  ・令和 7 年 8 月       協定更新（予定） 

 

５ 高尾台・水野町地区まちづくり協定の変更点 

  変更箇所なし（現在のまま更新） 

   令和６年２月以降の定例会で協定の更新について議論が行われる中、役員から現状の協定

内容で問題ないとの意見でおおむね同意が取れたため、変更は行わない方針で再締結を予定

している。 

 

６ 協定更新にかかる地区内の意向確認（案） 

  令和７年１月に地区内全戸及び地区外権利者を対象に、「まち協」だより（※１）及び合意確

認書（※２）を配布し、協定更新の周知及び地域の合意形成を図る。（※１，※２は別紙参照） 
 

【選択肢】 

・協定の更新に賛同する 

・協定の更新に賛同できない 

    →協定自体が必要ない／一部変更が必要 

 

【提出方法】 

・紙提出（右記のハガキ） 

 地区内：集会所・バス停に設置の協議会ポスト又は協議会の役員の自宅ポストに投函 

    地区外：郵送 

資料 2-2 
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高尾台・水野町地区  区域図 
 
 

まちづくり協議会区域 

まちづくり協定対象区域 
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「
ま ち 協 」

だ

よ
り

高

水
町野
台

尾

発 行 　 高 尾 台 ・ 水 野 町 地 区 ま ち づ く り 協 議 会

Vol.

https://www .facebook.com/takaodaisumakobe/ 

http ://takaodai-tod.blogspot.jp/

フェ イスブッ ク：  

ブ ロ グ ：

2 0 2 4 　 冬　 号 ･ ･ ･ ･ ･ ･
年度

　 高尾台・ 水野町地区まち づく り 協議会では、

2025 年 8 月に 10 年の有効期限を 迎える 「 高

尾台・ 水野町地区ま ち づく り 協定」 の更新に

向け、 取り 組みを進めていると こ ろ です。

　 事前に地区内で の意見募集と 説明会を 実施

し たと こ ろ 、 5 件のご意見が寄せら れまし た。

詳細は 4 ページに記載し ます。

　 そのう ち 、 協定のパン フ レ ッ ト で の表記に

関するご意見については反映を 行い、 2-3 ペー

ジ の通り 、「 高尾台・ 水野町地区まち づく り 協

定」 更新内容（ 案） を と り まと めまし た。

　 こ の内容でも っ てさ ら に 10 年間運用を 続け

る こ と について、 合意確認を 実施いたし ます。

ま ち のあり 方に関する 重要な 確認で す。 ご 理

解・ ご協力の程、 よ ろ し く お願いいたし ます。

更 新 に 関 す る 合 意 確 認 実 施 中
更新スケジュ ール（ 予定）

協定の更新内容（ 案） の検討開始

更新内容（ 案） への意見募集、 説明会

全権利者への合意確認【 アンケート 】

合意確認結果の集計、 お知ら せ

協定の更新内容（ 案） の確認

総会の開催、 更新内容（ 案） の決議

更新の手続き

協定の更新（ 再締結）

2024 年 2 月

10 月

2025 年 1 月

1 ～ 2 月

3 月

5 月

6 ～ 7 月

8 月

寄せら れたご 意見と それに対する 対応

高尾台・ 水野町地区ま ち づく り 協定

1
18（ 土）

まで

・ 1・
（ 発行責任者／会長　 宇山満三）

2025

＜合意確認の概要＞

■実施主体： 高尾台・ 水野町地区まちづく り 協議会

■実施対象： 高尾台・ 水野町地区の全世帯、 地区外にお住まいで地区内に

　 　 　 　 　 　 土地・ 建物を 所有さ れている 方

■回収方法：「 回答票」 を 「 回収用封筒」 に

■回収方法： お入れいただき 、 封筒記載の

■回収方法： ポスト にご提出く ださ い

　「 高尾台・ 水野町地区まち づく り 協定」 の更新にあたり 、 ご意見を お寄せいただき 誠にあり がと う ございまし た。

いただいた内容を 一部要約・ 分類し た上で掲載いたし ます。 また、 ご意見を 踏まえ、 それぞれについて次の通り

対応や取り 組みを 検討するこ と と いたし ます。

ま ち づく り 協定第 10 条

は、 ご 指摘いた だ いたよ

う な危険を 回避する ため、

地域内の路上駐車を 防止

する こ と を 目的と し て 策

定し ま し た。 し かし 、 そ

のよ う な 地域の想い や、

車を 利用する 際のルール

について、 認識さ れて い

な い方が一定いら っ し ゃ

る と 考えます。

ご 提案いた だいたチ ラ シ

の配布や回覧、 ま た、 そ

れ以外の注意喚起の取り

組みについて、 協議会の

議題と し て取り 上げます。

こ ち ら も 第 8 条や第 11

条のルールについて、 周

知徹底のた めの取り 組み

を 検討し ます。

空家の庭木に つ い て は、

所有者から の承諾を 得る

こ と がで き れば、 地域で

の対処が可能な 場合も あ

り ま す。 空家に関する 情

報を 、 一度協議会ま で お

寄せく ださ い。

削除で はな く 、 詳細を 追

記し 、 ルールの種類を 明

確にする 方向で 検討し ま

す。 詳し く は 2-3 ページ

を ご覧く ださ い。

対　 応

【 第 12 条（ 1）（ 3） の表記の削除について】 法律に即し ているのであれば、

削除ではなく 、 即し ている 法律がわかるよう に明記し てはどう でし ょ う か。

例えば「 低層ゾーン、中層ゾーン（ B）（ C） では、都市計画法の「 高度地区」

に関する ×× 項の内容に準ずる 」 と 記載し 、 こ の協定を 最初に見た人が

索引するこ と ができ る よう にする など。

ご意見 1

まちづく り 協定の表記に関するご意見

一番の懸念は敷地外の駐車です。 車の側道から の子供の飛び出し があり 、

ヒ ヤリ と し た経験があり ます。 一部が常態化し ています。

ご意見 2

一時、 無く なっ ていた「 路上不法駐車」 が非常に増えています。 来客者の

昼間一時的な駐車はやむを 得ないと 思いますが、 終日・ 夜間、 止めっ ぱな

し が目立ち ます。 交差点角・ カ ーブ の角・ 幅員 3ｍの路地にも 停めており

事故が心配です。 近年若い世代の家族も 増えてき て、 幼児、 小学生も 多く

なり 、 夜間の救急車の来る 頻度も 増えてき ている よう に思います。 子供の

飛び出し 事故／ 1 分・ 1 秒が大事な緊急車両の通行／健康のためにウォ ー

キン グを する高齢者も 増えています。 少なく と も ≪注意喚起の回覧配布≫

でも し て頂けないでし ょ う か。

ご意見 3

1 丁目の狭い道路で夜間駐車がひどすぎる 。 ほぼ常駐。

ご意見 4

路上駐車に関するご意見

協定は罰則の無いゆる いも ので 、 個人の良心にゆだねる だけなので、 長年

道に植木の葉が沢山落ち 、 こ ち ら の溝にも 年中葉が入り 込み、 迷惑を 受け

ています。 今も 何も 変わり ません。 日常、 他人への思いやり が大切です。

ご意見 5

空家の草木の飛散が問題と 考え、 隣人が迷惑し ています。 こ の問題は解決

でき るのか。 植栽が越境し ていますし 、 枝も 越境し ている 状態は問題アリ

と 認識し ています。

ご意見 6

庭木や植栽に関するご意見

※回収状況の把握のため、「 回収用封筒」 にはお名前を 記載し ています。 個人

情報は回答内容と の照合には使用せず、 また、 漏洩のないよ う 厳重に管理

し ます。

どなたも

回答が必要な

調査です

・ 4・

入れて

ポスト

提出
回収用封筒

回答
票

資料２－２　別紙１

全戸配布用
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「 高尾台・ 水野町地区ま ち づく り 協定」
＊高尾台・ 水野町地区内での建物の新築、 既存の建物の建替え時に適用さ れる ルールです。

＊神戸市と 締結するこ と で、 事業者（ 新築・ 建替えを 実施する側） には地域への事前説明が求めら れ、 地域か

ら はその内容に対し 意見を 申し 入れるこ と ができ ます。 詳し く は前号の「 まち協」 だより を ご覧く ださ い。

更新内容（ 案）

敷地 道路

・ 2・ ・ 3・

同封の「 回答票」 をご提出く ださ い

上記の内容にて協定を更新（ さ ら に 10 年間の運用） するこ と について合意確認を行っ ています

緑地保全
ゾーン

低層ゾーン

中層ゾーン（A）

中層ゾーン（C）

低層ゾーン

中層ゾーン（A）

中層ゾーン（C）

低層ゾーン

中層ゾーン（B）

中層ゾーン（A）

中層ゾーン（C）

※（1）と（3）で記載している⾼さの最⾼限度は、都市計画法の「⾼度地区」
にて義務付けられているものです。詳しくは、神⼾市ホームページの「神⼾
市情報マップ」のページから、「都市計画・まちづくり」→「用途地域」にてご
確認いただけます。

変更
箇所

高さ のルールに関する 詳細を
パン フ レ ッ ト 上に追記

※表記方法の変更のみ、 協定そのも のを 変更する

も のではなく 、 建物に関する規制やルールはこ

れまで通り です。
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『 高尾台・ 水野町「 ま ち 協」 便り 』 vol.38
の 2-3 ページに記載し た協定の更新内容

（ 案） について、

その理由や変更が必要と 考える 部分など

「 賛同で き な い」 方は、 その理由や詳細に
ついてお聞かせく ださ い。

ど
ち
ら
か
に
㾎

□賛同する

□賛同でき ない

高尾台・ 水野町地区まちづくり協定
更新に関する合意確認

回　 答　 票

□協定の更新自体必要ない
　（ 神戸市と の協定は解消する）

□一部変更が必要だと 考える

「 回収用封筒」 にお入れく ださ い

資料２－２　別紙２
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まちづくり協議会への支援制度

神戸市では、わがまちの特性に応じた多種多様なまちづくりのニーズに対応するために、

地域のみなさんが行うまちづくり活動を経済的・技術的に支援しています。

経済的支援 技術的支援

まちづくり助成制度 まちづくり専門家派遣制度

まちづくり協議会等の活動において
発生する、会議の開催経費やまちづ
くりニュースの印刷費など、その活
動費の一部を助成する

まちづくりに関する勉強会、まちづく
り構想やまちづくり協定の策定、共同
建替のための権利者の合意形成等の
支援のため、専門知識や技術を持った
専門家をまちづくり協議会へ派遣す
る

資料3
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補助対象となる活動とその経費
まちづくり助成の補助対象経費としては、活動の種類に応じて３つに分類されます。どのよう
な活動に、どのような経費が対象となるのかを把握のうえ、活動を実施します。

①基幹活動
まちづくりの主となる活動として、勉強会（定例会）・活動の周知等を中心にまちづくりを推進す
る団体として必ず実施する活動
［例］会議の開催経費（会場使用料等）、ニュースの発行・アンケート調査（印刷費）等

②提案活動
基幹活動をより効果的に行うための、
地域独自の活動
［例］先進事例研究（交通費）等、活動ﾊﾟﾈ
ﾙ展示（印刷費）等

③事務費
団体の活動に必要な事務用品等の費用
［例］封筒代（消耗品費）等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主となる活動【基幹活動】 

 補完する活動【提案活動】 

事務費 

定例会 

講習会 

ワークショップ 

アンケート調査 

まち歩き 
基本構想の策定 

地区整備計画の作成 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの作成 

・維持管理 

広報紙作成 

パンフレット作成 

まちづくり 

イベント 

先進事例 

現地研究調査 

活動パネ

ル展示 

ｲﾍﾞﾝﾄ案内看板・ 

案内ﾊﾞﾅｰ作成 

これまでの活

動記念誌作成 

初動期団体：２万円まで
初動期以外：６万円（補助金換算）まで

基幹活動+提案活動に要する補助金の1/10以内

まちづくり助成
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・まちづくりの段階によって団体種別を区分し、その区分に応じて助成の期間・限度額を定めている

団体種別 団体の活動段階 助成期間 助成限度額

初動期団体
地域課題の把握など、まちづくりに取り組み始めた段
階 原則２年 10万円/年

まちづくり推進
準備団体

構想づくりと合意形成
・まちづくりの目標や方針を地域で共有するために、
今後のまちのあり方を構想としてまとめる。

原則３年
30万円/年

まちづくり推進団体
具体のルール作成やものづくりの実行・合意形成
★神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条
例による認定を受けている

原則７年
30万円/年

事業推進団体
神戸市が行う事業を、地域と市が協力しながら進めて
いる（密集事業、都市計画事業）

事業等の完了
目標年次まで

30万円/年

長期活動団体

運用期・自立化した活動
・10年以上にわたって組織的に活発なまちづくりの活動を実
施
・他のまちづくり団体への模範的・指導的立場で、かつ啓発活
動、人材育成活動を行うことのできる
・まちづくりの自立に向けた活動に取り組む

3年（6年）
（更新）

助成対象経費の
1/2かつ

30万円/年

長期協定運用団体
長期活動団体の条件を満たして、まちづくり協定を運
用している

６年
（更新）

補助対象経費の
５万円まで全額
５万円以上は1/2
合計30万円/年

再開発準備組合 市街地再開発事業の準備を目的に活動している 原則３年
補助対象経費の
1/2かつ年間

100万/haを限度

まちづくり助成
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※専門知識や技術
類似事例の紹介
関係法令・事業制度等の解説
広告物のレイアウト など

まちづくり構想の策定
まちづくり協定等の策定
共同建替のための合意形成 など

まちづくり協定等の運用 など
（７回/年）

※景観系の団体は12回/年

③アドバイザー派遣②コンサルタント派遣

まちづくりに関する勉強会、まちづくり構想やまちづくり協定の策定、共同建替
のための権利者の合意形成等の支援のため、専門知識や技術※を持った専門家
をまちづくり協議会へ派遣する制度

まちづくりについての勉強会の開催
まちづくり協議会設立に向けた検討会

など
（10回/年）

①コーディネーター派遣

まちづくり専門家派遣
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5

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ派遣種別 対象団体 派遣期間 検証評価

まちづくり構想策定
まちづくりの推進を、組織的、継続的及び計画的に行
おうとするもので、計画区域を代表する組織

３年以内 初年度に審査

協定等策定 ４年以内 初年度に審査

協定等運用
まちづくり協定等を運用しているもので、計画区域を
代表する組織

１年以内 ー

協定等更新 ２年以内 ー

都市計画事業推進
神戸市が定める計画等に関連してまちづくりの推進
を組織的、継続的、及び計画的に行おうとするもの

公表されている
事業等の完了
目標年次まで

初年度に審査

建築物共同・協調化
建築物共同化等を計画する目的をもって、権利者が
結成したもの ３年以内 初年度に審査

地域提案事業

計画区域を代表する組織
(1)まちづくり構想等の実現に向けた取組を行おう
とするもの
(2)要綱の目的を推進するために市長が特に必要で
あると認めたもの

２年以内 初年度に審査

事前調査・検討

次のいずれかに該当する活動に取組むために必要と
なる事前調査・検討を行おうとするもの
(1)まちづくり構想策定
(2)都市計画事業推進
(3)建築物共同・協調化

１年以内 ー

まちづくり専門家派遣
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年数 1 2 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 …

ま
ち
づ
く
り
助
成

・組織設立準備

・課題整理
・構想づくり
・合意形成

・ルール作り・ものづくりの推進及び実行
・合意形成

・ルール運用
・他の団体の模範、指導的立場
・継続した・自立したまちづくりの取り組み

条例に基づく認定協議会活
動
の
段
階

初動期 最盛期 運用期・自立

①初動期
団体

期間：２年
上限：

１０万円/年

②まちづくり推
進準備団体

期間：３年
上限：３０万円/年

③まちづくり推進団体

期間：７年
上限：３０万円/年

⑥事業推進団体

期間：事業完了年次まで
上限： ３０万円/年

事
業
完
了

④長期活動団体 ⑤長期協定運用団体

期間：３年（更新あり） 期間：６年（更新あり）

上限：３０万円/年
（ 1/2助成・一部全額助成あり ）

審査

任意の団体

審査

運用期初動期

コンサル
（構想策定）

３年

コーディ
ネーター
１０回/年

コンサル
（協定策定）

４年

コンサル
（協定更新）

２年

コンサル
（事業推進）

事業の計画終了年次まで

コーディ
ネーター
１０回/年

アドバイザー
７回/年 または 12回/年

専
門
家
派
遣

審査

審査

まちづくり支援事業の事例（例：まちづくり協定の策定・運用）

審査

審査
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まちづくり協議会
まちづくり助成 専門家派遣

審査の
対象

１０年を超えて支援を受ける団体
・長期活動団体
・長期協定運用団体
・事業推進団体

 更新（３年（協定等は６年ごと）

コンサルタント派遣を受ける団体
・まちづくり構想策定
・ 協定等策定
・ 都市計画事業推進
・ 建築物共同・協調化
・ 地域提案事業

評価軸の
設定

①長期にわたって組織的に活発な活動
を行ってきたか
・地域の環境改善（ルール系）
・都市基盤の整備（事業系）
・良好な景観形成（景観系）

②他のまちづくり団体への啓発活動、
人材養成活動を行うことができる資質
を有しているか

③まちづくりの自立に向けた活動に取り
組んでいるか

①技術的支援の必要性
②まちづくり活動の計画性
③自立に向けた活動の計画性

まちづくり支援事業都市局審査委員会 審議

評価軸に対する事務局の査定を確認のうえ、助成・派遣の適否を決定する

地域のまちづくり活動へ反映

まちづくり支援事業の検証・評価、評価の方針・視点

事務局 査定

申請

まちづくり専門委員会議 意見聴取

まちづくり活動（まちづくり活動の活性化、自立化の促進）について意見・アドバイスを伺う

※意見を、支援の決定通知書に付してまちづくり協議会へ伝える
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団体種別 団体の活動段階 助成期間 助成限度額

事業推進団体
神戸市が行う事業を、地域と市が協力しながら進めて
いる（密集事業、都市計画事業等）

事業等の完了
目標年次まで

30万円/年

・霞ヶ丘地域まちづくり推進会（１１年目以降の助成継続）

長期協定運用団体
長期活動団体の条件を満たして、まちづくり協定を運
用している

６年
（更新）

補助対象経費の
５万円まで全額
５万円以上は1/2
合計30万円/年

・新在家地区まちづくり委員会（６年更新）

・大石南町まちづくり協議会（６年更新）

・青木南地区まちづくり協議会（６年更新）

まちづくり助成の更新団体（４団体）
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審査対象団体 位置図 資料3

4 青木南地区まちづくり協議会

2 新在家まちづくり委員会

1 霞ヶ丘地域まちづくり推進会

3 大石南町まちづくり協議会
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垂水区

灘区

灘区

東灘区

3 大石南町まちづくり協議会 更新（4回目）
6年間（令和7～12年）
1/2助成(5万まで満額)

令和6年度第2回　まちづくり支援事業 検証・評価

4 青木南地区まちづくり協議会 更新（4回目）

事業推進団体・長期協定運用団体

2 新在家まちづくり委員会 更新（6回目）
6年間（令和7～12年）
1/2助成(5万まで満額)

6年間（令和7～12年）
1/2助成(5万まで満額)

1 霞ヶ丘地域まちづくり推進会 更新（10年目）
事業完了まで
満額助成

資料3
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年度

年 円

　これまでの取り組みと今後の予定

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

R3年度舞子
公園福田川
線推進に向
けた要望書

提出

安全対策に資する暫定整備の検討

＜これまでの取組みについて＞
（平成２３年度の神戸市からの都市計画道路３路線の廃止の提案を受けて以降、地域の中で都市計画道路の必要性やあり方の議論
を進め、令和3年に「舞子公園福田川線」の整備推進を柱とした要望書を取りまとめるに至りました。
都市計画道路の整備は非常に時間がかかるものであることから、地域の安全対策のための暫定的な整備に関して市との協議に取り
組み、具体の整備の実現（霞ヶ丘小公園北側通路整備）とともに、小学生やその親世代にも参加しやすい安全対策イベントを実施を継
続的に行っている）

＜今後の取り組みについて＞
（令和６年１０月に舞子公園福田川線を現行の計画線で整備した場合の絵が市より示され、地域としても道路の線形や沿道利用に関
する課題が見えてきているところである。令和６年度以降は地域として必要な要素は何かを今一度整理し、地域の意向確認と合意形
成を進める。
また、安全で快適な住環境及び地域の魅力・資源を伝えていくために、まちの目指すべき将来像をとりまとめる活動を進める。
その活動内容及び議論の過程を引き続きニュース発行等により広く地域に周知し、地域内の各種団体とも連携しながら地域全体で課
題に取り組めるよう活動を継続していく）

活
動
の
P
R

・定例的に協議会活動を年2～3回発行

(7)その他

(6)人材育成活動

若い世代の参加・育成

(5)啓発活動

ニュース等の発行

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
と
今
後
の
予
定

(3)良好な景観形成

(1)地域の環境改善

まちの将来像の検
討・実践

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　　　　　　　　　　　　　項目

・推進会活動PRリーフレット発行（H29
～、年１回更新）

・地域内他団体との連携（ふれあい
のまちづくり協議会・婦人会など）

自転車安全教室・新入学生対象の通
学路点検など住民が参加しやすい企
画の実施

都市計画道路の整備
に向けた検討

舞子公園福田川線の整備実現に
向けた検討・合意形成

（景観系まちづくり）

（ルール系まちづくり）

(4)自立化に向けた活動

(2)都市基盤の整備 （事業系まちづくり）

過年度 今年度 今後の予定

R5年度 R6年度 ７年度 　８年度 ９年度 　10年度 11年度 12年度

(未定）

派遣専門家

　主となるまちづくりのテーマ

・都市計画道路を含む道路交通問題など地域課題の解決、魅力の活用
・地域住民のコミュニケーション促進及び参加意識の向上
・上記を踏まえたまちの将来像の検討、実践

助成年数 過去3年の助成額合計10

助成区分 事業推進団体助成 事業完了目標年次

協議会認定年月 構想提案年月

協定締結年月 協定期限

地区計画決定年月 その他のルール等

-

-

-

令和6年度 まちづくり支援事業検証シート（まちづくり助成）

団
体
の
概
要

名称 霞ヶ丘地域まちづくり推進会 所在地 垂水

設立目的 都市計画道路の見直しを契機として設立。安全で快適な住まい・まちづくりを推進することを目的とする。

-

-

-

㈱コー・プラン

698,996

区

設立年月 平成27年5月 面　積 100.0 ha 世帯数 8,000 世帯

様式第２号

安全安心な街にむけた将来像の検討⇒実践

測量設計に関する市からの説明を

受け、線形や道路のあり方の再検討 意見集約

合意形成
提案
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共通項目

□

□

■

□

まちづくり助成

■

■

■

専門家派遣

□

□

まちづくり助成 ■ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

専門家派遣 □ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6年度 評価シート 団体名 霞ヶ丘地域まちづくり推進会

□

専門家の技術的支援が必要な内容となっているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：専門家に依存せず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

１．事務局　査定

構想の具体化に取り組んでいるか。

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ等に位置づけがあるか。［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

市が優先的に取り組む事業か。［都市計画道路舞子公園福田川線］

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

専門委員意見

留意事項

留意事項

令和6年12月10日　開催

２．まちづくり支援事業都市局審査委員会　審議

令和7年1月27日　開催

３．まちづくり専門委員会議　意見聴取

スケジュール管理は適切か。

まちづくり活動を、長期にわたり組織的に行われてきたか。

□

▼

▼

事務局意見

事務局提案：事業完了までの助成を適とする。

事務局提案：コンサルタント派遣（まちづくり構想策定）を適とする。

他のまちづくり団体への啓発活動等が可能か。

人材養成活動を行う資質を有しているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：助成金に頼らず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

様式第４号
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年度

年 円

　これまでの取り組みと今後の予定

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

＜これまでの取組みについて＞
・３０年以上の長きにわたって、「清潔で住み良く働き良い街への再生」を目指して活動を続けています。
専門家の支援もいただきながら、まちづくり協定の運用や西国浜街道整備に関する提案を行い、よりよいまちに変わってきていると自
負しています。
・また、2021年より、まちづくり活動の周知も兼ねたイベントを開催しており、取り組み内容の広報しています。

＜今後の取り組みについて＞
・団体としての活動も長期化する中、これまでの取り組みが実り、新たな役員（新住民、子育て世帯）も参加するようになってきていま
す。今後も持続的に活動できるよう団体の運営体制の見直し、取り組み内容について検討を行っていくとともに、清潔で住み良く働き良
い街への再生に取り組んでいきます。

活
動
の
P
R

(7)その他

(6)人材育成活動

研修旅行の実施 他都市事例の研究

(5)啓発活動

ニュース発行 ２回/年以上の発行

掲示板設置 掲示物により取り組みを紹介

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
と
今
後
の
予
定

人材発掘 独自イベントの開催

自主財源の確保 企業賛助金を活動費の一部に充当

(3)良好な景観形成 （景観系まちづくり）

(1)地域の環境改善 （ルール系まちづくり）

まちづくり協定 まちづくり協定の運用

審査基準 協定細則・色彩誘導指針の運用

(4)自立化に向けた活動

(2)都市基盤の整備 （事業系まちづくり）

派遣専門家

　主となるまちづくりのテーマ

歴史ある酒蔵のまちとしての歴史や文化を活かし、安全で美しいまちづく りを推進するとともに，清潔で住み良く働き良い街への再生を
図る。具体的には、まちづくり協定の運用、まちづくり活動の周知および住民の意識啓発を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　　　　　　　　　　　　　項目

過年度 今年度 今後の予定

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

約1７50 世帯

助成区分 長期協定運用団体助成 事業完了目標年次

助成年数 過去3年の助成額合計

協議会認定年月 構想提案年月

協定締結年月 協定期限

地区計画決定年月 その他のルール等

33

平成5年5月

平成8年6月

-

令和6年度 まちづくり支援事業検証シート（まちづくり助成）

団
体
の
概
要

名称 新在家まちづくり委員会 所在地 灘

設立目的 「清潔で住みよく働きよい街への再生」を実現するため。

平成5年7月

令和7年10月

-

都市調査計画事務所

40,000

-

区

設立年月 平成2年3月 面　積 27.0 ha 世帯数

様式第２号

（随時実施）

（R1策定・運用）

（協定運用）（協定更新）
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共通項目

■

□

□

■

まちづくり助成

■

■

■

専門家派遣

□

□

まちづくり助成 ■ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

専門家派遣 □ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6年度 評価シート 団体名 新在家まちづくり委員会

□

専門家の技術的支援が必要な内容となっているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：専門家に依存せず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

１．事務局　査定

構想の具体化に取り組んでいるか。

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ等に位置づけがあるか。［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

市が優先的に取り組む事業か。［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

その他（新在家南地区まちづくり協定）

専門委員意見

留意事項

留意事項

令和6年7月31日　開催

２．まちづくり支援事業都市局審査委員会　審議

令和7年1月27日　開催

３．まちづくり専門委員会議　意見聴取

スケジュール管理は適切か。

まちづくり活動を、長期にわたり組織的に行われてきたか。

■

▼

▼

事務局意見

事務局提案：　6　年間の助成を適とする。

事務局提案：コンサルタント派遣（まちづくり構想策定）を適とする。

他のまちづくり団体への啓発活動等が可能か。

人材養成活動を行う資質を有しているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：助成金に頼らず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

様式第４号
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年度

年 円

　これまでの取り組みと今後の予定

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

＜これまでの取組みについて＞
・２０年以上の長きにわたって、「伝統を生かし、住工商が共生する下町づくり」を目指して活動を続けています。
まちづくり協定については、専門家の支援もいただきながら事前協議を行い、住みよいまちになっていると自負しています。

＜今後の取り組みについて＞
・持続的に活動を行って行ける体制づくりを進めます。
具体的には、イベント開催等を通じて新たな担い手の発掘に取り組んでいきます。

活
動
の
P
R

(7)その他

(6)人材育成活動

研修旅行の実施 他都市事例の研究

(5)啓発活動

ニュース発行 ２回/年以上の発行

掲示板設置 掲示物により取り組みを紹介

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
と
今
後
の
予
定

人材発掘 住民交流イベントの開催を通じた人材発掘

自主財源の確保 町内会費を活動費の一部に充当

(3)良好な景観形成 （景観系まちづくり）

(1)地域の環境改善 （ルール系まちづくり）

まちづくり協定 まちづくり協定の運用

審査基準 協定運用細則の運用

(4)自立化に向けた活動

(2)都市基盤の整備 （事業系まちづくり）

派遣専門家

　主となるまちづくりのテーマ

酒づくりや御影石の積出港として栄えた大石南町の歴史的特性を生かし、緑豊かで、人と人とのつながりを大切にした住工商が共生
する優れた下町環境をつくる。具体的には、まちづくり協定の運用、まちづくり活動の周知、住民交流イベントの開催および住民の意
識啓発を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　　　　　　　　　　　　　項目

過年度 今年度 今後の予定

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

約300 世帯

助成区分 長期協定運用団体助成 事業完了目標年次

助成年数 過去3年の助成額合計

協議会認定年月 構想提案年月

協定締結年月 協定期限

地区計画決定年月 その他のルール等

24

平成20年12月

平成13年6月

-

令和6年度 まちづくり支援事業検証シート（まちづくり助成）

団
体
の
概
要

名称 大石南町まちづくり協議会 所在地 灘

設立目的
ラブホテルの建設反対運動からルールづくりの活動を開始した。イベント活動と被災地空地の緑化推進事業を経て、
現在は西国浜街道整備提案や西国浜街道整備による景観への取り組みを行っている。

平成13年6月

令和7年3月

-

都市調査計画事務所

147,000

-

区

設立年月 平成10年6月 面　積 10.7 ha 世帯数

様式第２号

（随時実施）

（運用）

（協定運用）（協定更新）
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共通項目

■

□

□

■

まちづくり助成

■

■

■

専門家派遣

□

□

まちづくり助成 ■ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

専門家派遣 □ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6年度 評価シート 団体名 大石南町まちづくり協議会

□

専門家の技術的支援が必要な内容となっているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：専門家に依存せず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

１．事務局　査定

構想の具体化に取り組んでいるか。

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ等に位置づけがあるか。［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

市が優先的に取り組む事業か。［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

その他（大石南町まちづくり協定）

専門委員意見

留意事項

留意事項

令和6年7月31日　開催

２．まちづくり支援事業都市局審査委員会　審議

令和7年1月27日　開催

３．まちづくり専門委員会議　意見聴取

スケジュール管理は適切か。

まちづくり活動を、長期にわたり組織的に行われてきたか。

■

▼

▼

事務局意見

事務局提案：　6　年間の助成を適とする。

事務局提案：コンサルタント派遣（まちづくり構想策定）を適とする。

他のまちづくり団体への啓発活動等が可能か。

人材養成活動を行う資質を有しているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：助成金に頼らず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

様式第４号
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年度

年 円

　これまでの取り組みと今後の予定

＜これまでの取組みについて＞

　今年で25年目を迎え、昨年はまちづくり協定の２回目の更新に取り組み、住民の80％
以上の賛同を得て更新を成しとげました。もちつき等イベントを行い、住民とのつながりを
作ってきました。昨年から、はま寿司４３号阪神青木駅店の駐車場の一部にプランターを
住民の皆様と設置しました。

＜今後の取り組みについて＞

　青木南地区まちづくり協議会を設立し25年が経ちました。マンションが増え、設立当時と
は住民も変わり、考え方も変わってきています。新たなまちづくり構想及び計画の検討
等、あらためて活動方針等の見直しを進めていきます。

活
動
の
P
R

(7)その他

まちの美化活動 地域の清掃活動を年２回実施

(6)人材育成活動

(5)啓発活動

イベント実施

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
と
今
後
の
予
定

地区内企業との連携

(4)自立化に向けた活動

(2)都市基盤の整備 （事業系まちづくり）

(3)良好な景観形成 （景観系まちづくり）

(1)地域の環境改善 （ルール系まちづくり）

まちづくり協定 平成15年２月・平成25年２月・令和５年２月締結

地域の課題解決
地域住民からの要望やアンケート
等から、関係機関へ働きかける

-

派遣専門家

地区計画 平成19年12月決定

　海辺の環境を生かし、地域の皆様と、より良い、住みやすい、「グリーンとうるおい」のあるまちを目
標にまちづくり協定の運用、住民とのつながりを作れる、さまざまな活動を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　　　　　　　　　　　　　項目

過年度 今年度 今後の予定

　５年度 　６年度 　７年度 　８年度 　９年度 １０年度 １１年度 １２年度

団
体
の
概
要

名称 青木南地区まちづくり協議会 所在地 東灘

設立目的 海と潤いと文化のある安全・安心で魅力のあるまちの実現

平成15年2月

令和15年2月

-

石井計画工房

402,461

区

設立年月 平成12年11月 面　積 23.0 ha 世帯数 約1,300 世帯

助成区分

地区内企業へのPR活動や、協賛
依頼

ニュースの発行
活動状況やアンケート結果の報告
等をニュースとして年２回発行

季節の行事を開催したり、地区内
イベント等へ出店する等して活動を
PRする

〇

〇

令和6年度 まちづくり支援事業検証シート（まちづくり助成）

長期協定運用団体助成 事業完了目標年次

助成年数 過去3年の助成額合計

協議会認定年月 構想提案年月

協定締結年月 協定期限

地区計画決定年月 その他のルール等

25

平成12年11月

平成15年2月

　主となるまちづくりのテーマ

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

なぎさガーデンの
維持管理活動

緑地の維持管理を通じて、地域活
動の新たな人材を発掘する

様式第２号

協定の運用（説明会の実施）

定期的な樹木への水やりや剪定、清掃活動や、親睦行事の実施など
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共通項目

■

□

□

■

まちづくり助成

■

■

■

専門家派遣

□

□

まちづくり助成 ■ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

専門家派遣 □ 適 □ 否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6年度 評価シート 団体名 青木南地区まちづくり協議会

□

専門家の技術的支援が必要な内容となっているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：専門家に依存せず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

１．事務局　査定

構想の具体化に取り組んでいるか。

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ等に位置づけがあるか。［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

市が優先的に取り組む事業か。［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

その他（青木南地区まちづくり協定、青木南地区地区計画）

専門委員意見

留意事項

留意事項

令和6年7月31日　開催

２．まちづくり支援事業都市局審査委員会　審議

令和7年1月27日　開催

３．まちづくり専門委員会議　意見聴取

スケジュール管理は適切か。

まちづくり活動を、長期にわたり組織的に行われてきたか。

■

▼

▼

事務局意見

事務局提案：　6　年間の助成を適とする。

事務局提案：コンサルタント派遣（まちづくり構想策定）を適とする。

他のまちづくり団体への啓発活動等が可能か。

人材養成活動を行う資質を有しているか。

まちづくりの自立に向けた活動を計画しているか。
※自立：助成金に頼らず、地域の力で持続的にまちづくり活動を行うこと

様式第４号
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令和 6 年度 まちづくり専門委員一覧 

（50 音順・敬称略） 

所属 氏名（ふりがな） 委嘱期間 

合同会社 こと・デザイン  

（まちづくりコンサルタント） 

（かどの ふみかず） 

角野 史和 

令和５年度 

令和６年度 

兵庫県立大学 国際商経学部 教授 
（くるまい ひろこ） 

車井 浩子 

令和５年度 

令和６年度 

関西学院大学 建築学部 教授 
（しみず ようこ） 

清水 陽子 

令和５年度 

令和６年度 

神戸芸術工科大学 環境デザイン学科 教授 
（ながの まき） 

長野 真紀 

令和５年度 

令和６年度 

神戸香風法律事務所 弁護士 
（よしはら きよひで） 

𠮷原 清英 

令和５年度 

令和６年度 

資料 4 
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まちづくり専門委員会議開催要綱 

 

平成 27 年３月９日 住宅都市局長決定 

令和５年３月 15日 改正        

（趣旨） 

第１条 神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（以下「まちづくり条例」という。）

第 19 条に規定するまちづくり専門委員（以下「委員」という。）より，専門的な見地から幅広

く意見を求めることを目的として，まちづくり専門委員会議（以下「会議」という。）を開催

する。 

（委員） 

第２条 会議に参加する委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

 (1) 都市計画，土木，法律，経済，防災等を専門とする学識経験を有する者 

 (2) まちづくりコンサルタント及び商業コンサルタント等の実務経験を有する者 

２ 前項の規定により委嘱する委員の人数は，それぞれ６名以内とする。 

（委員の役割） 

第３条 委員は，次の各号に定める事案について，意見を述べるものとする。 
(1) まちづくり条例第９条第２項及び第９条第４項に規定する，まちづくり協定の締結及び変

更する場合 

(2)  まちづくり条例第 12 条第２項に規定する，まちづくり協定に係る地区内の届出に係る行

為が，まちづくり協定に適合しないと認められ，当該届出をした者と必要な措置について

協議する場合 

(3)  まちづくり条例第４条に規定するまちづくり協議会を認定する場合 

(4)  まちづくり条例第６条に規定するまちづくり協議会の認定の取り消しをする場合 

(5)  まちづくり条例第７条に規定するまちづくり提案を受ける場合 

(6)  神戸市まちづくり専門家派遣要綱第９条に規定する，まちづくりコンサルタント派遣に係

る検証及び評価を実施する場合 

(7)  神戸市まちづくり助成要綱第２条第２項に規定する，検証及び評価を実施する場合 

(8)  その他，市長が必要があると認める場合 

２ 委員は，次の各号に定める事案について，報告を受けるものとする。 

(1) まちづくり条例施行規則第４条に規定するまちづくり協議会に係る変更の届出があった

場合 

(2) まちづくり協議会より認定取消申出書が提出され，認定を取り消す場合 

 （任期） 

第４条 委員の任期は，１期２年とし，最長任期は原則５期 10 年以内とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（会議の開催時期） 

第５条 会議は，原則として年２回開催する。なお，第３条各号に定める事案がある場合は，事

案に応じて委員を招集し適宜開催するものとする。また，軽微な項目については，委員個別に

報告し，意見を聴くことができるものとする。 

 

資料 5 
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（会議の公開） 

第６条 会議は，これを公開とする。ただし，次のいずれかに該当する場合で，都市局長が公開

しないと決めたときは，この限りでない。 

(1) 神戸市情報公開条例（平成 13 年神戸市条例第 29 条）第 10 条各号に該当すると認められる情

報について意見交換を行う場合 

(2) 会議を公開することにより公正かつ円滑な会議の進行が著しく損なわれると認められる場合 

２ 会議の傍聴については，神戸市有識者会議傍聴要綱（平成 25年３月 27 日市長決定）を適用

する。 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は，都市局まち再生推進課において処理する。 

（施行細目の委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，会議の開催に必要な事項は，都市局副局長が定める。 

 

附 則（令和２年５月１日決裁） 

 （施行期日） 

 この要綱は，平成 27年３月９日より施行する。 

 この要綱は，平成 31年４月１日より施行する。 

   この要綱は，令和２年５月１日より施行する。 

この要綱は，令和５年３月 15 日より施行する。 
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              神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例 

 

昭和 56 年 12 月 23 日条例第 35 号 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 まちづくり協議会（第４条－第６条） 

第３章 まちづくり提案（第７条・第８条） 

第４章 まちづくり協定（第９条－第１２条）  

第５章 地区計画等（第１３条－第１６条）  

第６章 助成等（第１７条・第１８条）  

第７章 まちづくり専門委員（第１９条）  

第８章 雑則（第２０条・第２１条）  

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，住民等の参加による住み良いまちづくりを推進するため，都市

計画法（昭和４３年法律第１００号・以下「法」という。）第１６条第２項の規定

に基づく地区計画等の案の作成手続に関する事項及びまちづくり提案，まちづくり

協定等に関する事項について定めることを目的とする。 

（定義）  

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）まちづくり協議会 第４条の規定により認定された協議会をいう。 

（２）まちづくり提案 第７条の規定により策定された提案をいう。 

（３）まちづくり協定 第９条の規定により締結される協定をいう。 

（４）地区計画等 法第１２条の４第１項各号に掲げる計画をいう。 

（５）住民等 地区内の居住者，事業者及び土地又は家屋の所有者をいう。 

（市長の基本的責務） 

第３条 市長は，住み良いまちづくりを推進するための基本的かつ総合的な施策を策

定し，及びこれを実施しなければならない。 

 

 第２章 まちづくり協議会 

（まちづくり協議会の認定） 

第４条 市長は，まちづくり提案の策定，まちづくり協定の締結等により，専ら，地

区の住み良いまちづくりを推進することを目的として住民等が設置した協議会で，

次の各号に該当するものをまちづくり協議会として認定することができる。 

（１）地区の住民等の大多数により設置されていると認められるもの 

（２）その構成員が，住民等，まちづくりについて学識経験を有する者その他これ

らに準ずる者であるもの 
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（３）その活動が，地区の住民等の大多数の支持を得ていると認められるもの 

（まちづくり協議会の認定申請） 

第５条 前条の規定による認定を受けようとする住民等の協議会は，規則で定めると

ころにより，市長に申請しなければならない。 

（まちづくり協議会の認定の取消し） 

第６条 市長は，第４条の規定により認定したまちづくり協議会が，同条各号の一に

該当しなくなったと認めるときその他まちづくり協議会として適当でないと認める

ときは，その認定を取り消すものとする。 

 

第３章 まちづくり提案 

（まちづくり提案の策定） 

第７条 まちづくり協議会は，住み良いまちづくりを推進するため，住民等の総意を

反映して地区のまちづくりの構想に係る提案をまちづくり提案として策定すること

ができる。 

（まちづくり提案への配慮） 

第８条 市長は，住み良いまちづくりを推進するための施策の策定及び実施にあたっ

ては，まちづくり提案に配慮するよう努めるものとする。 

 

第４章 まちづくり協定 

（まちづくり協定） 

第９条 市長とまちづくり協議会は，住み良いまちづくりを推進するため，次の各号

に掲げる事項について定めた協定をまちづくり協定として締結することができる。

ただし，地区計画等で定められた事項については，この限りでない。 

（１）協定の名称 

（２）協定の締結の対象となる地区の位置及び区域 

（３）協定の締結の対象となる地区のまちづくりの目標，方針その他住み良いまちづ

くりを推進するため必要な事項 

２ 市長は，まちづくり協定を締結しようとするときは，あらかじめ，まちづくり専

門委員の意見を聴くものとする 

３ 市長は，まちづくり協定を締結したときは，その旨を公告しなければならない。 

４ 前２項の規定は，まちづくり協定を変更する場合について準用する。 

（まちづくり協定への配慮） 

第１０条 住民等は，建築物その他の工作物の新築，増築又は改築，土地の区画形質

の変更等を行おうとするときは，まちづくり協定の内容に配慮しなければならない。 

（行為の届出の要請） 

第１１条 市長及びまちづくり協議会は，まちづくり協定を締結したときは，当該ま

ちづくり協定に係る地区内において，次の各号に掲げる行為を行おうとする者に対

し，規則で定めるところにより，あらかじめ，その内容を市長に届け出るように要

請することができる。 

（１）建築物その他の工作物の新築，増築若しくは改築又は用途の変更 

（２）土地の区画形質又は用途の変更 
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（３）前２号に掲げるもののほか，住み良いまちづくりの推進に影響を及ぼすおそれ

のある行為で規則で定めるもの 

（届出に係る行為についての協議等） 

第１２条 市長は，前条の規定による要請に基づき届出があった場合において，届出

に係る行為がまちづくり協定に適合しないと認めるときは，当該届出をした者と必

要な措置について協議することができる。 

２ 市長は，前項の規定により協議する場合において，必要があると認めるときは，

まちづくり専門委員の意見を聴くことができる。 

３ まちづくり協議会は，第１項の規定よる協議について，市長に意見を述べること

ができる。 

 

第５章 地区計画等 

（地区計画等） 

第１３条 本章は，法の規定により地区計画等の案の作成手続きに関して必要な事項

を定めるものとする。 

（地区計画等の案の作成に係る公告及び縦覧） 

第１４条 市は，地区計画等の案を作成しようとするときは，あらかじめ，その旨並

びに当該地区計画等の種類，名称，位置及び区域を公告し，当該地区計画等の案の

内容となるべき事項（以下「素案」という。）を２週間公衆の縦覧に供しなければ

ならない。 

２ 市は，前項の規定により素案を公衆の縦覧に供しようとするときは，あらかじめ，

素案の縦覧開始の日及び縦覧場所を公告しなければならない。 

（説明会の開催等） 

第１５条 市は，素案の内容を周知させるため必要があると認めるときは，説明会の

開催，広報紙への掲載その他の適切な措置を講じるものとする。 

２ 市は，前項の規定により説明会を開催しようとするときは，開催の日前７日まで

に開催の日時及び場所を公告しなければならない。 

（意見の提出方法） 

第１６条 素案に対する意見は，第１４条第１項の縦覧開始の日から起算して３週間

文書により提出することができる。 

 

第６章 助成等 

（まちづくり協議会に係る助成等） 

第１７条 市長は，まちづくり協議会に対し，技術的援助を行い，又はその活動に要

する経費の一部を助成することができる。 

（まちづくりに係る助成等） 

第１８条 市長は，前条に規定するもののほか，住民等のうち住み良いまちづくりの

推進のために必要な行為を行うと認める者に対し，技術的援助を行い，又はその行

為に要する経費の一部を助成し，若しくは融資することができる。 

 

第７章 まちづくり専門委員 
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（まちづくり専門委員の設置） 

第１９条 市は，住み良いまちづくりを推進するため，まちづくり専門委員を置くも

のとする。 

 

第８章 雑則 

（公告の方法） 

第２０条 第９条第３項（同条第４項において準用する場合を含む。），第１４条第

１項及び第２項並びに第１５条第２項の規定による公告の方法は，神戸市公告式条

例（昭和２５年８月条例第１９８号）に規定するところによるほか，当該まちづく

り協定又は素案に係る地区内若しくは区域内又はその周辺の適当な場所に掲示して

行うものとする。 

（施行の細目） 

第２１条 この条例の施行に関し，必要な事項は規則で定める。 

 

附則 

 この条例は，規則で定める日から施行する。 

 (昭和57年２月15日規則第77号により昭和57年２月15日から施行) 

附則(平成元年３月22日条例第33号) 

この条例は，公布の日から施行する。 
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